
�����



�����

ＵＵ ＲＲ ＬＬ：：hhttttpp::////wwwwww..nniihhss..ggoo..jjpp//ddeecc//iinnddeexx..hhttmmll

連連 絡絡 先先：：nnoorriihhiirroo..kkoobbaayyaasshhii@@nniihhss..ggoo..jjpp

教教員員略略歴歴：：小小林林憲憲弘弘／／国国学学院院高高等等学学校校､､ 横横浜浜国国

立立大大学学大大学学院院

研究分野キーワード：環境負荷およびリスク評価管理関連､ 環境分析技術､ 曝露評価､ リスク評価､
水道水質検査

私たちは毎日の生活で､ 環境

中から様々な経路で化学物質を

体内に取り込んでいます｡ 国立

医薬品食品衛生研究所 生活衛

生化学部では､ 室内空気､ 水道

水､ 化粧品､ 家庭用品等に有害

な化学物質がどれくらい含まれ

るか測定・評価し､ 健康リスク

の回避に必要な検査法の開発や

基準の作成を進めています｡ 第

三室では, これらのうち水道水

を対象として､ 水道原水・水道

用資機材から混入､ あるいは浄

水処理過程で生成するおそれの

ある化学物質の基準策定とその

検査方法に関する研究を行って

います｡ また､ それらの化学物

質による健康被害や汚染事故の

原因解明にも取り組んでいます｡

生活衛生化学部 第三室の研究

によって､ 私たちは安全な水道

水を利用することができます｡

安全な水道水を利用する
ために､ 水道水に含まれ
る化学物質の基準策定と
検査方法に関する研究を
行っています

国国立立医医薬薬品品食食品品
衛衛生生研研究究所所

化化 学学 工工 学学 理理 学学

薬薬 学学 新新 領領 域域

生活衛生化学部 第三室
室長／小林憲弘
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主な研究は以下のとおりです｡
１. 新たな水道水質検査方法の
開発
我が国では､ 人口減による水

需要の減少と､ 老朽化した水道
管の更新費用の増加により､ 水
質管理の予算・人員が削減され
ていることから､ 将来にわたっ
て水道水の安全性を確保し続け
ることが難しくなってきていま
す｡

生活衛生化学部 第三室では､
このような問題に対応するため､
より迅速かつ簡便な水質検査法
を開発するとともに､ 開発した
検査方法の分析精度を評価し､
新たな標準検査方法として提示
しています｡
２. 水道水質検査精度管理調査
の実施
水質検査の技術水準の向上を

目的として､ 登録水質検査機関､
水道事業者､ 衛生研究所等を対
象とした ｢水道水質検査精度管
理のための統一試料調査｣ を､
厚生労働省および生活衛生化学
部 第三室が主体となって毎年
実施しています｡ 調査参加機関
は､ 送付された濃度未知の試料
を測定し､ 生活衛生化学部 第

三室は､ その結果の解析および
評価を行っています｡ 精度管理
調査の結果は､ 検査機関の技術
水準を客観的に示す指標にもな
るため､ より多くの水質検査機
関に本調査への参加を呼び掛け
ています｡
３. 水質汚染事故の原因究明

水道水および水道原水におい
て突発的な水質汚染事故が発生
した場合に､ 生活衛生化学部
第三室では厚生労働省からの依
頼に応じてその原因究明に当た
ることとなっています｡ 過去の
実例として､ 平成24年５月に利
根川水系の浄水場において水道
水質基準を超えるホルムアルデ
ヒドが検出された際には､ 水質
汚染事故発生時の水道原水を分
析して､ その原因物質がホルム
アルデヒド前駆物質のヘキサメ
チレンテトラミンであることを
特定したことによって､ 事故原
因の全容解明に繋がりました｡

研研 究究 概概 要要
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研究分野キーワード：地球温暖化､ 循環型社会､ 環境リスク､ 生物多様性 ほか

主な出身大学：東京大学､ 京都大学､ 東北大学､ 北海道大学､ 大阪大学､ 九州大学 ほか

国立環境研究所は､ 幅広い環

境研究に学際的かつ総合的に取

り組む我が国唯一の研究機関で

す｡ 高度経済成長期に発生した

公害への対策を目的として1974

年に国立公害研究所として設立

され､ その後､ 環境問題は地球

環境を脅かすようになり､ その

ような問題にも取り組む必要が

でてきたことから､ 1990年に国

立環境研究所と改称し､ 現在に

至ります｡ 地域の環境汚染､ 自

然生態系の問題から地球温暖化

などの地球環境問題まで､ 幅広

く環境研究を実施しています｡

現在の人々だけでなく将来の人々

が健やかに暮らせる環境をまも

りはぐくむための社会に貢献す

る研究を目指して､ 日々､ 研究

にいそしんでいます｡ 国立研究

開発法人という公的な存在で､

環境省を始めとする省庁との関

係が強い研究機関です｡

国立環境研究所は､ 幅広
い環境研究に学際的かつ
総合的に取り組む我が国
唯一の研究機関です｡国国立立環環境境研研究究所所

環環 境境 学学
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当研究所は幅広い環境研究に

総合的に取り組んでおり､ 現在

はつくば本部の７つの研究セン

ターと地方支部の福島支部､ 琵

琶湖分室で研究を行っています｡

第四次環境基本計画で示され

た ｢目指すべき持続可能な社会

の姿｣ を達成するため､ ｢低炭

素｣ ｢資源循環｣ ｢自然共生｣

｢安全確保｣ ｢統合｣ について個

別分野を超えて統合的に研究を

行っています｡ 低炭素研究プロ

グラムでは､ パリ協定で定めら

れた２℃目標の達成のため､ 地

球温暖化の原因となる温室効果

ガスの観測や持続可能な低炭素

社会構築までの道筋を示す総合

的な研究を､ 資源循環研究プロ

グラムでは廃棄物の適正処理に

よる環境負荷の低減や ｢３R｣

に代表される資源の循環的・効

率的な利用のための研究を､ 自

然共生研究プログラムでは生物

多様性の危機をもたらす各種要

因やその影響の調査､ 生物多様

性の保全策と適応戦略の構築を

行う研究などを､ 安全確保研究

プログラムでは大気汚染・地域

水環境保全に関して､ まだ手法

が確立していない健康・環境リ

スクの評価の体系化と網羅的で

迅速な監視・予測手法､ 管理技

術の確立を､ 統合研究プログラ

ムは気候変動問題の解決に向け

た緩和と適応の研究と､ 世界､

アジア､ 日本､ 都市・地域､ 生

活圏等の様々な領域を対象にし

て社会､ 経済活動と資源循環､

自然共生､ 安全確保を含めた環

境問題の解決を目的とする研究

を実施しています｡

加えて環境保全に関する科学

的知見を創出するための基盤的

な調査研究やデータ取得・解析､

環境試料の保存・提供等の基盤

整備､ さらには衛星観測やエコ

チル調査をはじめとする研究事

業も行っています｡ 福島支部で

は復興と環境創造を目指して災

害環境研究プログラムを進めて

います｡

また､ 環境情報の提供等も行っ

ています｡

研研 究究 概概 要要



�����

ＵＵ ＲＲ ＬＬ：：hhttttpp::////wwwwww..nniipphh..ggoo..jjpp

研究分野キーワード：水環境､ 水道､ 水質管理､ リスク管理､ 浄水処理､ 国際協力､ 気候変動､ 災害､
医療・福祉施設

主な出身大学：東北学院大学､ 東京大学､ 東京農工大学､ 京都大学､ 東北大学

生活環境研究部 水管理研究
領域は､ 水道に関する唯一の国
の機関として､ 地方公共団体・
水道事業体に必要な技術的援助
を行うことなどを目的とし､ 水
道工学に関する研修及び研究を
実施しています｡ また本領域は
国際協力の一環として､ 世界保
健機関 (WHO) 研究協力セン
ターに指定され､ WHOとの連
携・協力を行っている他､ WH
Oおよび国際水協会 (IWA) と
の協同により水道のO&Mネッ

トワークのコーディネーターを
務めています｡

国内では､ 厚生労働省・環境
省の委員会､ 学会活動等を通じ
て､ 水道の諸問題に対する研究
や提言を行っております｡

また､ 部内の生活環境中の放
射線他の物理､ 化学的因子､ た
ばこ､ 居住環境､ 医療・福祉サー
ビス施設の環境評価などを行う
領域と連携し､ 研究を実施して
います｡

水道工学に関する調査研
究､ 保健､ 医療､ 福祉､
水道に関係する職員など
の教育訓練国国立立保保健健医医療療科科学学院院

((統統括括研研究究官官／／生生活活
環環境境研研究究部部))

水水 環環 境境
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１. 安全・安心な水供給に関す

る研究

自然災害や水質汚染事故等に

より影響を受ける水道水の安全

性について､ 様々な研究を行っ

ています｡ 水道水源の有害化学

物質や病原微生物の汚染リスク

を考慮した危機管理のあり方､

検査法の改善､ 飲用水供給施設

を含む小規模水道の維持管理手

法のあり方､ 水源流域の気候変

動が水道原水に与える影響の数

値シミュレーション等について

検討しています｡ また､ 浄水処

理システムの処理性能に関する

検討も行っています｡ さらに､

WHOを始め､ 国際機関や海外

の機関等との情報交換､ 関連の

情報収集を行い､ 海外の動向を

把握すると共に､ 科学的知見を

提供し､ 国際協力に関する活動

を実施しています｡

２. 給水装置､ 医療・福祉施設

の水供給に関する研究

厚生労働省水道課と連携して､

蛇口などの給水装置の研究を行っ

ています｡ また､ 医療機関の利

用する水に関連して､ 透析液の

原水に使われる水のエンドトキ

シンに関する研究を行っていま

す｡ さらに高齢者向け施設の水

利用と断水対策に関する調査研

究を行っています｡

３. 水道水に関連した放射性物

質に関する研究

東日本大震災に伴う原子力発

電所事故の影響により環境中に

放出された放射性物質について､

ゲルマニウム半導体検出器等を

用いた実態調査､ 並びに､ 制御

方法に関する検討を実施し､ 有

効な水質管理方法の提案を行っ

た｡ また､ ダムを含む流域にお

いて放射性物質の挙動に関する

モデル構築と評価を行っていま

す｡

研研 究究 概概 要要



�����

ＵＵ ＲＲ ＬＬ：：hhttttpp::////wwwwww..pprreeff..ssaaiittaammaa..llgg..jjpp//cceessss//iinnddeexx..hhttmmll

研究分野キーワード：温暖化対策､ 大気環境保全､ 生物多様性､ 廃棄物工学､ 環境分析化学､ 水環境
保全､ 排水処理､ 地盤工学､ 土壌・地下水汚染

主な出身大学：東京大学､ 京都大学､ 東北大学､ 北海道大学､ 埼玉大学､ 東京農工大学､ 東京工業大
学､ 早稲田大学､ 東京理科大学､ 立命館大学

埼玉県環境科学国際センター

は､ 試験研究､ 環境学習､ 情報

発信､ 国際貢献の４つの機能を

もった公設の研究機関です｡ セ

ンターには試験研究棟､ 展示棟､

研修室､ 生態園などの施設があ

り､ 研究所では､ 地域の課題で

ある大気汚染､ 水質汚濁､ 土壌・

地下水汚染､ 廃棄物問題､ ダイ

オキシンなど有害化学物質汚染

に加え､ 今日的な環境問題の地

球温暖化対策や生物多様性保全

に関する分野の研究を行ってい

ます｡ また､ 埼玉大学と連携大

学院の協定を結んでいるほか､

科学研究費などの外部研究資金

を獲得して多くの大学や研究機

関と共同研究を実施しています｡

地域の環境を身近に実感し､ 行

政施策に貢献するための調査研

究を精力的に行うとともに､ ア

ジア各国を対象にした国際環境

協力にも積極的に取り組んでい

ます｡

地域の環境問題を解決し､
地球規模の課題にも対応
する埼玉県立の環境科学
に関する総合的中核機関
です｡

埼埼玉玉県県環環境境科科学学
国国際際セセンンタターー

環環境境保保全全対対策策おおよよびびそそのの関関連連分分野野
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センターでは､ 次の７担当グ

ループが研究を推進しています｡

温暖化対策担当

温暖化やヒートアイランド

現象の把握および将来予測に

基づく適応策の検討､ 気候変

動情報共有のためのプラット

ホームの構築､ 都市のヒート

アイランド現象緩和のための

研究を行っています｡

大気環境担当

光化学オキシダントおよび

PM2.5の高濃度要因の解明､

高濃度汚染低減のための有効

な方策に関する研究を行って

います｡

自然環境担当

生物多様性情報をデータベー

ス化し､ 利活用しやすい情報

基盤の整備を進めています｡

また､ ニホンジカ等の鳥獣や

外来生物による生態系への影

響把握と有効な軽減策に関す

る研究を行っています｡

資源循環・廃棄物担当

循環型社会システム作りの

ための廃棄物の再生利用方法､

最終処分場における有害化学

物質等の挙動予測および埋立

廃棄物の安定化評価方法に関

する研究を行っています｡

化学物質・環境放射能担当

ダイオキシン類など有害化

学物質の環境動態や汚染機構

の解明､ 環境リスク評価など

総合的な研究を行っています｡

また､ 放射性物質の環境動態

評価と移行・蓄積に関する研

究を行っています｡

水環境担当

排水処理技術の高度化､ 多

様な汚濁発生源の特定手法の

開発､ 河川が有する自浄作用

の解明や水圏微生物の実態解

明に関する研究を行っていま

す｡

土壌・地下水・地盤担当

重金属類や有機系化学物質

による汚染問題の地域特性を

解析し､ 汚染機構を解明する

研究を行っています｡ また､

地中熱利用を普及させるため

のポテンシャル解析や計測技

術に関する研究を行っていま

す｡

研研 究究 概概 要要
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